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　地磁気絶対観測では過去の観測値から予測される値とその回の観測値とを比較し，観測値と予
測値が一定の基準（鹿屋，女満別では地磁気水平，鉛直成分で 0.3nT，偏角成分で 0.03’）以上
の差がある場合，再観測を行うことで異常な観測を排除している．従来この判定のため，傾斜お
よびセンサー温度補正を施した観測基線値を用いていた．観測頻度が減った場合，基準を変えず，
この手法を適用すると再観測が頻発することになり，実務上週 1回以上の頻度で絶対観測を実施
する必要があった．観測基線値には地中温度の影響による季節変化が含まれており，この影響も
補正した基線値を用い，さらに予測手法を改善した絶対観測の再観測が必要かどうかを判定する
ための新手法を提案した．この手法を用いると，女満別，鹿屋において毎週実施している絶対観
測の頻度を隔週１回としても，従来と同じ基準を維持し，再観測の頻度を増大させない．

１．はじめに
　地磁気観測所では柿岡（茨城県），女満別（北海
道），鹿屋（鹿児島県），父島（東京都）において
地球内部や磁気圏の変動，太陽活動などの自然環
境に起因する地磁気の変化をとらえるため地磁気
観測を実施している．地磁気 3成分（水平成分 H，
鉛直成分 Z，偏角 D）の連続観測にはフラックス
ゲート磁力計が使用されている．この磁力計は変化
量を高感度で自動連続測定できる計測器であるが，
計測値には自然環境の変化に基づく変動とともに，
計測器の特性の経年変化に基づく長期的な変化（ド
リフト）や人工擾乱（車両の通過などによる一過性
の擾乱や鉄材を含む構造物の建築によるステップ
的変化など），観測点近傍の地盤の傾動にともなう
変動（地磁気観測所，1987），センサーの温度特性
に基づく変動（例えば，小池　他（1984））などの
見かけの変動が含まれている．地磁気の絶対的な大
きさを知り，ドリフトなどを除去した自然環境に基
づくシグナルを抽出するためには，別の手法による
精度の高い「絶対観測」が必要となる．
　柿岡における絶対観測では地磁気の大きさ（全磁
力 F）を測定するプロトン磁力計と地磁気の方向（偏
角 D，伏角 I）を最小読み取り単位 1″で測定できる

角度測定器を用いて D，Iを測定し，Fおよび Iか
らＨ，Zの絶対的な大きさ（絶対値）を求めている．
女満別，鹿屋，父島では一軸のフラックスゲート磁
力計を取り付けた非磁性の経緯儀（1″読み）を用い
て D，Iを測定している．Dは天測によって真の方
位が決定された構内に設けた方位標を基準として，
Iは水平面あるいは鉛直軸を基準に測定されており，
いずれの方法でも D，Iの測定は職員の人手を介し
て行われている．絶対観測により求められる地磁気
3成分の絶対値と連続観測で計測された同時刻の測
定値が一致するように補正値（観測基線値）を求め，
絶対観測の間の時刻については観測基線値を内挿
して補正値（基線値）を求め，この値を連続観測値
に加えることで，連続的な地磁気の絶対値を求めて
いる．
　絶対観測の手順については地磁気観測所（1987，
1994）や藤井　他（2012）に述べられている．通
常 1週間に 1度実施する絶対観測において，2人で
8回の D，Iの測定を行い，これらの値と Fから絶
対観測を行った中心時刻における各成分の観測基
線値を求めている．本論文は，個々の D，Iの測定
の良否などについては言及せず，最終的な観測基線
値の良否に係る問題（過去の観測値と比較するこ
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とで，再観測が必要かどうかを判定する問題）を
対象としている．なお，D，Iの測定の良否につい
ては個人差の問題も絡むが，この問題や観測者が 1
人に固定された場合の影響について，別稿で報告さ
れる予定である．この結果によると，熟練した観測
者が絶対観測を実施すれば，個人差は H，Z成分に
して 0.2nT，D成分で 0.02′以下で，1人観測となっ
た場合でも観測者が固定されることによる影響は
小さい（外谷健，私信）．また，絶対観測中に人工
擾乱が発生し，その影響を受けた場合の補正方法に
ついては，森永　他（2013）に述べられている．
　観測基線値の良否の判定のため，過去の観測値か
ら予測される値とその回の観測値との差（以下では
観測値と予測値の差，あるいは O-Cと記す）が定
められた基準内にあるかどうかの判定を行う（図 1
参照）．基準からはずれた場合，再観測を行う．再
観測の結果も同様に基準を超え，１回目の観測値
と基準以内で一致している場合は，傾斜やセンサー
温度，計測機器などの観測環境に異変がないことや
人工擾乱の影響がないことを確認した上で，これら
の観測値は正しいものとして採用する．2回目の観
測値が予測値と基準以内で一致していた場合には，

1回目の観測値は異常と判断し，観測基線値の算出
には用いない．このようにして，異常な観測値を排
除し，かつ，真に大きな変化があった場合でも対応
できるようにしている．連続観測機器の安定性と絶
対観測における測定精度を勘案し，柿岡での基準
値は H，Z成分で 0.2nT，D成分で 0.02′，女満別，
鹿屋では各々 0.3nT，0.03′とし，概ね 1週間に 1回
絶対観測を実施している（女満別，鹿屋では 2012
年より隔週，父島では概ね 3ヶ月に 1回実施）．一
般に，絶対観測の間隔を延長すれば観測値と予測値
の差は大きくなり（図 1下），再観測を行うかどう
かの判定に同じ基準値を用いれば再観測となる場
合が多くなる．再観測となる頻度を観測間隔の延長
前と同じ程度とするには，この基準を大きくする必
要があり，結果的に，観測精度を落とすことになる．
もし，絶対観測の間隔を延長した時に，基準を変え
ずに判定を行っても，再観測の頻度が増大しなけれ
ば，絶対観測の間隔を延長することが可能となり，
人手を要する絶対観測が省力化される．この問題に
関して，これまでも，小池（1998）や藤井　他（2012）
などにより検討されている．藤井　他（2012）は，
連続観測を行っている磁力計の傾斜やセンサー温

図１　地磁気絶対観測において再観測するかどうかの判定
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度の補正を施した観測基線値を用いて観測頻度の
低下に伴う精度をシミュレーションし，隔週観測と
すると再観測の頻度が著しく増加し，実務上精度を
維持するのは困難だと結論付けた．さらに，彼らは，
温度変化による土壌の磁場変化を定量的に取り入
れることで，評価手法の改善を図る必要性について
言及した．
　本論文では，傾斜，センサー温度に加え地中温度
の影響を補正した観測基線値を用いて，絶対観測値
の再観測が必要かどうかを判定する手法を提案し，
この方法によれば，絶対観測の間隔を 2週間とし，
従来と同じ基準で判定を行っても，再観測となる頻
度は従来と同程度となることを示す．

２．使用したデータ
　現在，連続観測のための主測器として使用して
いるフラックスゲート磁力計 FM10による観測は
2011年に開始され，統計的解析を行うためには十
分なデータが蓄積していない．このため，今回の検
討では FM10の前に主測器として使用されていた磁
力計によって得られた観測基線値を用いた．使用し
たデータは女満別については 2006年 2月から 2011
年 8月までのフラックスゲート磁力計 96FMに対
する観測基線値（観測機器の問題等により生じる
ステップ状の変化を補正した値．この補正をギャッ
プ補正と称している）と傾斜（センサーに付随した
傾斜計で測定されている），センサー温度，女満別
空港における日平均気温であり，鹿屋については
2008年 1月から 2011年 8月までのフラックスゲー
ト磁力計 95FMに対する観測基線値（ギャップ補
正済）と傾斜，センサー温度，鹿屋地域気象観測所
における日平均気温である．95FMと 96FMの仕様
や特性などについては，大和田　他（1998）を参
照されたい．なお，両磁力計は基本的に同じ仕様の
磁力計である．
　FM10では地中温度も並行して測定されている
が，今回検討対象とした期間については，地中温度
の測定がなされていない．このため，次節に述べる
地温の代替値を求めるために地磁気観測点に近い
女満別空港，鹿屋地域気象観測所における気温デー
タを使用した．図 2に女満別について使用したデー
タの時系列図を示す．以下では特に断らない限り，
女満別についての結果のみを示した．
　図 2に示すように，H成分，Z成分の観測基線
値は顕著な年周変化を示す．D成分についても年
周変化を示すが，H，Z成分ほど顕著なものではな
い．磁力計で測定される地磁気ベクトルの各成分
は磁力計の傾きによって，1秒あたり 0.1～ 0.2nT，

0.03′程度の影響を受ける（例えば，地磁気観測所
（1987））が，これは磁力計に取り付けた傾斜計に
よって補正可能である．図 3に観測基線値とともに
この磁力計の傾斜の影響を補正した基線値（以下，
傾斜補正基線値と記す）の時間変化を示す．なお，H，
Z成分は傾斜の南北成分，D成分は東西成分の影響
を受ける．傾斜も年周変化をするが，観測基線値の
年周変化とは位相が異なっており，傾斜補正基線値
には年周変化が残る．従来から，この変化の原因と
して土壌の温度変化に伴う磁化強度の変化が地磁
気観測値に影響を与えている可能性が指摘されて
いた（例えば，西村　他，2010）．

３．地温と観測基線値との関係
　三島　他（2011）は柿岡，女満別，鹿屋の観測
施設地下土壌の磁化係数を測定し，磁化係数には温
度依存性があり，地中温度の変化によって生じる観
測点周辺の磁化分布の季節変動によって観測基線
値の季節変化が説明可能なことを示した．
　今回検討に用いた観測期間については地中温度
の測定がなされておらず，気温データから地中温度
を推定し，地中温度の代替値として用い，地中温度
と観測基線値との関係を調査した．
　図 4は傾斜補正基線値の H成分と 31日平均気温
との関係を，時間的に隣り合う値を線で結んで表示
している．傾斜補正基線値と 31日平均気温の関係
は時間とともに，概ね楕円上に移動しており，H成
分と気温とはある時間ずれをもって相関している
ことを示している．この時間ずれを求めるために，
1日毎に日付をずらした 31日平均気温と傾斜補正
基線値との相関係数を求め，相関係数が最も大きく
なる最適な時間遅れを求めた．図 5に成分毎に最適
な時間遅れ（H，Z，D各々，47，18，65日）を与
えた 31日平均気温と傾斜補正を施した基線値との
関係を示す．D成分についてはセンサー温度が一定
していた，2008～ 2009年の関係を図示した．D成
分の相関はやや劣るが，H，Z成分は相関係数 0.95
以上の高い相関で線形関係を示す．
　図 6に 2011年より本運用となった，現在の主磁
力計 FM10に付属した 1m深地温と，女満別の日平
均気温，31日平均気温の時系列図を，図 7に，1m
深地温と 47日遅れを持つ 31日平均気温との関係
を示す．図 7からわかるように 47日遅れを持つ 31
日平均気温は実際に測定される地温と良い対応に
あり，地温の代わりに用いても問題ないと言えよ
う．以下では，この値を地温代替値あるいは地中温
度，あるいは単に地温と記す．
　三島　他（2011）が測定した土壌の磁化係数は
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図２　2006 年 2 月 8 日から 2011 年 8 月 18 日までの女満別におけるフラックスゲート磁力計 96FM に対する観測基線値 H，Z，D
成分（上段），センサー温度と 31 日平均気温（中段），96FM 磁力計付属傾斜計の NS，EW 成分（下段）

福井敬一，大和田毅，森永健司
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図３　女満別の観測基線値（赤点）と傾斜補正基線値（青丸）
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概ね温度に比例して変化しており，土壌の磁化によ
る地磁気変化は地温と線形関係にあることが想定
されるが，図 5はこの想定を裏付けている．

４．地温補正を施した観測基線値
　観測基線値に対して，センサー温度，地中温度
代替値，傾斜（H，Zは NS成分，Dは EW成分），
3次までの時間項を説明変数とした重回帰分析を行
ない，センサー温度などの環境要素に対する観測基
線値の応答係数を求めた．すなわち，2006年 2月
8日から 2011年 8月 18日までの各成分の観測基線
値を，

BLH=CH+αH TS+βH Tg+γH LNS+aH t+bH t 2+cH t 3+eH　　(1)
BLZ=CZ+αZ TS+βZ Tg+γZ LNS+aZ t+bZ t 2+cZ t 3+eZ　　　(2)
BLD=CD+αD TS+βD Tg+γD LEW+aD t+bD t 2+cD t 3+eD　　(3)

ここで，
　BLは時刻 tにおける観測基線値
　C   は定数項
　TS    は時刻 tのセンサー温度
　Tg   は時刻 tの地中温度
　LNS，LEWは各々，時刻 tの傾斜NS成分，傾斜EW成分
　tは 2006年 2月 8日を 0とした時刻（単位は日）
　α，β，γ，a，b，cは各成分についての偏回帰係数
　eは残差
　添え字 H，Z，Dは各々 H，Z，D成分を表す

の線形重回帰モデルで説明するための説明変数
（TS，Tg，LNS，LEW，t， t 2， t 3）に対する係数（偏回
帰係数）を残差 eの平方和を最小にするように求め

る．さらに，これらの説明変数の中から，t値（偏
回帰係数をその標準偏差で割った値．絶対値が大き
いほど，その変数の寄与が大きい）によって有意
な説明変数を選択し，自由度を考慮した決定係数
が最も大きいモデルを最終的な結果とする．求め
られた偏回帰係数と t値，重相関係数を表 1に示す．
ここでγH，γZは理論的な傾斜に対する H，Z成分の
応答係数，γH=0.205nT/arc sec，γZ =-0.127nT/arc sec
を使用している．D成分については，傾斜補正につ
いて理論的な係数を用いると，残差が大きくなるた
め，傾斜EW成分も含め，重回帰分析を行った．なお，
D成分について傾斜補正係数が理論値と異なったこ
とは，傾斜計の感度係数が不適切であったためと思
われる．
　図 8にH成分の観測基線値と傾斜，センサー温度，
地中温度に対する応答成分とともに，最初の観測
データ（2006年 2月 8日）と各成分の偏回帰係数
を用いて予測した基線値の時間変化を示す．傾斜に
対する応答成分と地中温度に対する応答成分が観
測基線値に同程度の影響を与えていることが分か
る．2008年以降，観測室の室温調整によりセンサー
温度の変化が± 0.3℃以内に収まっており，センサー
温度に対する応答は，大変小さくなっている．これ
らの影響を加味して予測した基線値は概ね，観測基
線値と一致している．
　図 9に傾斜補正基線値とともに，傾斜，センサー
温度，地温補正を施した基線値（以下，地温補正基
線値と記す）の時間変化を示す．H成分の地温補正
基線値は 2006年から 2011年にかけて，2本の赤線
で囲まれた 1nTの範囲で一定の値になっており，Z

成分は 1nTの変動範囲内で時間とともに一定の割

図４　女満別の傾斜補正基線値 H 成分と 31 日平均気温との関係
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図５　成分毎に最適な時間遅れ（H： 47 日，Z：18 日，D：65 日遅れ）を与えた 31 日平均気温と傾斜補正済基線値との関係
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図７　女満別 1m 深地温と 31 日平均気温との関係

図６　女満別 1m 深地温（赤線）と日平均気温（細青線），31 日平均気温（太青線）2011 年 2 月～ 8 月．

福井敬一，大和田毅，森永健司
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図８　女満別の地磁気水平成分の観測基線値（青丸）と傾斜 NS 成分，地温，センサー温度各々に対する応答成分および傾斜，地温，
センサー温度の時間変化および 3 次の時間項から予測した基線値の変化（赤線）

表１　女満別の 96FM に対する観測基線値 H，Z，D 成分を，地中温度代替値（地温），センサー温度，傾斜，3 次までの時間項（t，
t2，t3）で説明するための最適な偏回帰係数とそれに対する t 値，および重相関係数．H，Z 成分の傾斜に対する係数は理論値．

DZH
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値
地温 -0.088 nT/℃ -54.4 -0.136 nT/℃ -66.7  0.001 arc min/℃  3.0 
センサー温度 -0.404 nT/℃ -16.5 -0.092 nT/℃  -1.9 -0.027 arc min/℃ -4.1 

傾斜 
 0.205 

nT/arc sec 
－

-0.127 
  nT/arc sec 

－
-0.019 

 arc min/arc sec -12.4 

t    0.001  14.3 -0.080 -5.5 
t2 7.5030.0 
t3 2.4-300.0-
重相関係数  0.971  0.979  0.824 

合で増加する時間変化を示している．D成分につい
ては重相関解析による最適解は時間の 3次式で説明
できるが，大局的には 0.1′の範囲内でほぼ直線的
な時間変化を示している．

５．地温補正基線値による基線値の予測と絶対観測
の再観測頻度
　従来，絶対観測の再観測を行うかどうかは，傾斜
とセンサー温度の補正を施した基線値を用い，直近
２回の補正基線値を直線外挿して絶対観測時の予
測値を求め，予測値と観測値（補正基線値）との差
が基準値を超えるかどうかで判定していた（以下，
従来手法）．今回，直近 1～ 3回の地温補正基線値

を用いて求めた予測値（直近 3回の地温補正基線値
から最小二乗法で推定した絶対観測時刻における
値，もしくは前回の地温補正基線値）と観測値（地
温補正基線値）の差を用いて再観測を行うかどうか
の判定を行う手法を提案する（以下，新手法）．図
10に，隔週観測となった場合の基線値と予測値の
一例を示す．●，▲印は各々，Z成分の傾斜補正基
線値，地中温度も加味した補正基線値である．○印
が従来手法による予測値，△印が新手法による予測
値であり，予測値の上下に表示した点線は予測値±
0.3nTの線である．2006年 6月の最初の観測に対し，
毎週観測の場合，従来手法を適用しても補正基線
値と予測値の差 O-Cが基準（± 0.3nT）を超えるこ
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図９　女満別の傾斜補正基線値と傾斜，センサー温度，地温補正を施した補正基線値の時間変化
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図 10　従来手法と新手法による基線値の予測例．細線は予測値± 0.3nT の値．

図 11　女満別におけると毎週（青線），隔週（赤丸）絶対観測における H 成分の補正基線値と予測値との差
　　上段は従来手法による．下段は毎週観測に従来手法を，隔週観測に新手法を適用したもの．
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図 12　毎週および隔週観測における補正基線値と予測値との差
　　　詳しくは本文参照．
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図 13　毎週観測（青），隔週観測（赤）による補正基線値と予測値との差の頻度分布の比較
　　左列は傾斜補正基線値と前 2 回の傾斜補正基線値から直線外挿した予測値との差の場合．
　　右列の毎週観測については左列と同じ，隔週観測は傾斜，センサー温度および地温補正を施した基線値と直前 1 ～ 3 回の補正基線

値から求めた予測値との差．サンプル数は約 300．

地温の影響を加味した地磁気絶対観測基線値の推定と絶対観測の再観測頻度
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表２　女満別、鹿屋における毎週および隔週の絶対観測における観測基線値と予測値との差の標準偏差と再観測頻度
　　従来手法は傾斜，センサー温度補正した補正基線値と，過去 2 回の補正基線値を直線外挿して推定した予測値との差を利用．
　　新手法は地中温度も加味した補正基線値と，直前 1 ～ 3 回の補正基線値からの予測値との差を利用．

H Z D 

女

満

別 

標準偏差 
  毎週（従来手法） 0.21nT 0.24nT 0.030′
  隔週（従来手法） 0.30nT 0.43nT 0.036′
  隔週（新手法） 0.20nT 0.22nT 0.033′
再観測頻度（ % ）

  毎週（従来手法） 18 24 28 
  隔週（従来手法） 33 46 35 
  隔週（新手法） 14 18 29 

鹿

屋 

標準偏差

  毎週（従来手法） 0.25nT 0.37nT 0.050′
  隔週（従来手法） 0.28nT 0.33nT 0.060′
  隔週（新手法） 0.24nT 0.28nT 0.049′
再観測頻度（ % ）

  毎週（従来手法） 20 21 47 
  隔週（従来手法） 26 33 61 
  隔週（新手法） 19 16 45 

とはないが（図は省略），隔週観測となった場合は
O-Cが基準を超えることになり，再観測が必要とな
る．一方，新手法では基準内となり，観測値に問題
はないと判定される．
　図 11には 2006年から 2011年までの絶対観測で
得られる，毎週観測による従来手法による H成分
基線値の O-C（青線）と隔週観測となった場合の，
従来手法（上図の赤丸）と新手法（下図の赤丸）に
よる O-Cを示す．この図では毎週観測で基準を超
え，再観測となった観測基線値を×印で表示して
いる．図 12には各成分について毎週観測データに
対し従来手法で求めた O-C（青線）と隔週観測デー
タに対し新手法を適用して求めた O-C（赤丸）を示
す．図 11，12とも赤色の直線は再観測を行うかど
うか判定するための基準（± 0.3nT，0.03′）である．
図 11から分かるように，隔週観測データに対して

従来手法で再観測が必要かどうかの判定を行うと，
毎週観測では問題なかった観測に対しても，夏季に
は毎回のように再観測が必要となってしまう．一
方，新手法では再観測の判定基準を超える観測は少
なくなっている．
　図 13に女満別の各成分のO-Cの頻度分布を示す．
左列は従来手法によって求めた毎週，隔週観測に
よる O-Cの頻度分布であり，右列は毎週観測のデー
タに対し従来手法によって求めた O-Cと，隔週観
測のデータに対して新手法によって求めた O-Cの
頻度分布である．表 2には女満別，鹿屋において毎
週観測した場合と隔週観測となった場合の O-Cの
標準偏差と O-Cが基準を超え再観測となる割合を
示す．従来手法では隔週化によって O-Cの標準偏
差は大きくなり，3回に 1回あるいはそれ以上に再
観測が必要となり，頻繁に再観測を行わないように
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するためには再観測を行うかどうかの判定基準を
改める必要がある．一方，新手法を用いると，O-C
の標準偏差，再観測となる割合とも毎週観測の従来
手法と同程度，あるいはそれよりも小さくなり，隔
週観測としても再観測の頻度を増やすことなく観
測基線値の精度を維持できると言える．図 12や図
13，表 2に示すように，Z成分に比べ，D成分では
新手法による改善の効果は小さいが，これは方位標
の読み取りや，経緯儀の設置状況の変化など，別種
の問題によるものと考えられる．

６．まとめ
　女満別のフラックスゲート磁力計 96FMに対す
る観測基線値に対し， 96FMのセンサー温度，傾斜
とともに，女満別空港の気温データから求めた地
温代替値の影響を補正した地温補正基線値を求め
た．2006～ 2011年の地温補正基線値は，各成分と
も，ほぼ 1nT，0.1′の範囲内で直線的に変化してい
た．1回前から 3回前の地温補正基線値から 2週間
後の予測値を求め，この予測値と地温補正基線値の
差 O-Cで，絶対観測の再観測を実施するかどうか
の判定を行う方法を提案した．この手法を用いると
絶対観測を隔週に実施した場合でも O-Cを毎週観
測による現行の手法（センサー温度および傾斜補正
を施した基線値を用いて，前 2回の値を直線外挿し
求めた予測値と比較する方法）で求めた O-Cとほ
ぼ同程度にすることが可能であり，再観測を実施す
るかどうか判定するための基準として，従来の値を
用いても，再観測の頻度はこれまでの毎週観測の場
合と同程度となった．
　鹿屋についてもフラックスゲート磁力計 95FMに
対する観測基線値，95FMのセンサー温度，傾斜お
よび鹿屋地域気象観測所の気温データを用いて同
様の解析を行った結果，隔週観測となっても，地
温補正基線値と予測値との差，再観測の頻度とも，
従来と同程度になることが分かった．
　本研究で用いた予測手法に，大和田　他（2013）
が求めた，傾斜，センサー温度，地中温度に対する
応答係数を適用し，表計算ソフト上で簡便に，絶対
観測の良否判定を行えるツールを作成し，2012年
より，再観測を実施するかどうか判断するための参
考資料として活用している．
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